







ず， 家計， 企業， 銀行といっ たさまざまな経済主体の金融取引行動パターン更
にはその行動の背景を構成する技術的・経済的諸条件をも含む包括的な概念で
ある。 言うまでもなく， 現在の金融システムはその国の歴史的な経緯を踏まえ
て成立しているものであり， したがっ て， 経済社会構造の変化は金融システム
の変容を必然的に要請するものといえよう。 経済のグローパリゼ ーションの進
展， それに伴う金融の自由化・国際化・証券化・機械化等の動きや80 年代後半














いるのであるが， 近年， 個別金融機関の相 次ぐ破綻により一般預金者と金融機
関との情報の非対称性から， 預金のシフトや流出が問題になりつつある。 特に，
20 0 1年より預金保険制度でこれまで事実上全額保証されてきた預金が， ベイ・
オフに際し10 0 0 万円までに制約されるため 情報劣位にある預金者が大量に預
金シフトや引き出し行動をとることが予想され， 金融システムの不安定化を一
層助長しかねない。 これまで情報の非対称性問題は主として貸し手たる金融機
関と借りてたる企業を念頭に分析が行われてきた。 金融ピッ グパンのもと， 自
己責任が強く求められる状況の下では預金者と金融機関関の情報の非対称性も
分析していかねばならない。
(注 1)一国の金融システムを規定している諸要因とは， ①銀行法， 日本銀行法， 商法などの
金融関係法，②金融機関に対 するさまざまな規制や行政措置， ③金融構造や市場慣行，

















げられよう。 次に， これらの変化は多様な金融リスクをもたし， この管理に失


































段階に応 じて様々な諸施策が用意 されている。 まず 実体経済面については経
済安定政策が， また個別金融機関の経営健全化のためには銀行行動規制(バラ











第2図から明らかなように， 半 数近い預金者(47 .7%) が「現状があまり変
わらない状況が続 くとみている」。 現状についてはおそらく金融システムが健
全に機能していると考えている預金者はほとんどいないと思われることから，













しているものは67. 3%に達しているが， そのうち， 全く不安を抱いていない預
金者は27.9%にすぎず「多少経営内容は悪化していても， 経営破綻する不安は
ないと思っ ているJ預金者は39.4%である。 「経営内容が悪化し， 経営破綻も
あるのでと， 不安に思っ ている」と回答した預金者は24. 8%であり， 結果とし

















民間金属生機関と 無回答の取引はないの 0.8 で関係なし、。
7.0 




と( 第4 図). r経営内容を確認したことがある」 とする預金者は7.3%にすぎ
ず . 92.3%の預金者は「経営内容を確認したことがない」と答えている。 確認
したことがあるとした預金者の職業別・年間所得別データをみると， 管理職や
自由業で年間所得が10 0 0 万円以上の比較的高学歴・高所得者層が多い。 確認し
たことがないと答えた理由を見ると， 確認の方法が分からない(34.5%). 経
営に関する情報不足(28.4%) で一般の預金者は経営情報の入手やその分析方



























































































( 6 )一- 6 

















































保険制度の認知度については( 第8図). 年々徐々に高まっ ているものの平成
10 年でも「内容まで知っ ている」と回答した預金者は17 .1%にすぎない。 「見
聞きしたことがある」が5 0 . 0 %であるが. r全く知らない」と答えたものが32.9
%であり， 預金者のほぼ3分のlが制度の存在を知らないことになる。 また，
これまで特別措置により， 預金は全額保護されてきたが， 平成13年4月以降，
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持たず漠然と不安を抱いている。 金融機関の経営に関する情報の開示が遅れて















λ (注2 ) ノ。
不完全情報の下で預金者は次の 3 つのタイプに分けられるものとしよう。
( i ) 預金を引き出す預金者(1)








( 3) dl/dt=rSI- yl 




( 2 ) と( 3 ) はRに依存しないから. (2) と( 3 ) を解いてその値を( 4 ) 
に代入すればRが求められる。 ( 1)� ( 4) から
d/d t (S+I+R) = 0  
( 2 ) と( 3 ) より
(5 ) d1/dS= (rS1- yI) /- rS1=- 1+p/S 
ここで. p= (y/r) である。
( 5 ) を積分すると
1 = - S + p log S + K 
仮に. t = 0 で1=10 S=So=N- 10 (Ro=O) ならば
K=N- ρlogS 0 
( 6 ) 1 = N - S + P log (S / S 0 ) 
が得られる。
( 5 ) より. d1/dSはp/S>lならば正. p/S<lならば負となる。
すなわち. 1はS<pでは増
加関数で. S > pでは減少関
数になる。 また. S→Oのと
きI→一∞， そしてS= S 0の
とき1=10(> 0 ) である。
S - 1 平面での経路は 第9 図
のようになる。
tが増加するとSは減少し，
それに伴い点(S. 1) は 第
第9図 ( S. 1 )平苗軌道
(5. [) : 
L 
- 10 (10 )一
(50.1，) 
5 
9 図の軌道に沿っ て動き， 1はS0< pならば， 単調に減少する。 他方， S 0> 
pならば， 1は最初増加し， S = pのとき頂点に達し， それから減少しつつゼ
ロとなる。 このようなモデルではp(íしきい値」と呼ばれる) の値が極めて
重要な役割を果たしていることに注意しなければならない。 異常な預金の流出
は潜在的な預金引き出し者(S ) の初期値S0がpよりも大きいときに限っ て
生 ずるからである。 (削)
したがっ て， 最終的に大量の預金流出を回避するにはできるだけ「しきい値j






たものであり， 次のような 「しきい値」定理を導いている。 「未感染者ばかりの社会に
感染源保有者を導入しでも， 未感染者の密度が一定以下であれば， 疫病の流行は生じな
いが， その値を超えると急激な流行が生じる。 jこの考え方を銀行取り付けに応用した。
(注 3 ) So>pと仮定 すると， 預金の流出に関 する次のような命題が導ける。
[命題] (So-p) がpに比して十分小さければ， 最終的に預金を引き出 す人数はほぼ
2 (So-p) である。
(証明)
S，=p+νと する。ここで， ν<'pである。 また， 預金引出者の初期値I。は小さい
と仮定しよう。 そう すると. ( 6 )からt→∞のとき
0 =  S ，-Sω+ plog ( S国/S，)
であり. N:>S。である。 したがって，
O=S，-S�+plog![S。ー (S，-S�)]/S，I
= S， -S �+ p log! 1 -[ 1 - (S �/ S，)] I 
=S，-Sω+p![lー (Sω/S 0)]ー ( 1 /2 )[ 1 - ( S �/ S ，)]'十・・・|
すなわち，
o "と (S，-S�)!l- (p/S，)ー [p / ( 2 S，')] (S， -S�) I 
したカTって，
S，-S� :::こ (2S，'/p) [l- (p/S，)] 
= 2 S， [ (S，/ p)ー 1] 
- 11 (11)一
= [2(p+ν)( p +ν-p)] / p 
= 2 (ν/p)(p+ν) 




























モニタリングが重視されるようになっ てきている。 加えて， 金融機関を取り巻
く環境の変化は金融リスクの多様化・重層化をもたらしており， これに応 じた








が求められている。 その内容は， 第 1に近い将来破綻する危険のある金融機関













求められる経済にあっ ては， 取引相 手の信用度に関する情報の収集・分析は不
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